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高校卒業者を対象に、２年間から４年間の高度な技能（知識を含む）を習得するための訓練を
行い、将来、生産部門のリーダーとなる我が国の産業基盤を支える人材を養成。

○ 7,439人の在学者に対し技能と技術を兼ね備えた人材を育成し、高い就職率を実現
○ 就職率 98.4％ (目標95％以上）（平成１９年度）
○ 約８割が中小企業へ就職 ※平成14年度～17年度訓練修了者に対するサンプル調査

業
務
内
容

業
務
実
績

就職率の推移

６４．７％

３，６３６時間

５，６１６時間

職業能力開発
大学校

５１．０％

１，５３０時間

３，０００時間

国立大学
工学部

総訓練時間

実技・実習時間
の割合

実技・実習
時間

職業能力開発大学校と国立大学工学部との
総訓練時間等の比較
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１．組込みソフトウェアに係る技術
２．金型に係る技術
３．電子部品・デバイスの実装に係る技術
４．プラスチック成形加工に係る技術
５．粉末冶金に係る技術
６．溶射に係る技術
７．鍛造に係る技術
８．動力伝達に係る技術
９．部材の結合に係る技術

１０．鋳造に係る技術
１１．金属プレス加工に係る技術
１２．位置決めに係る技術
１３．切削加工に係る技術
１４．織染加工に係る技術
１５．高機能化学合成に係る技術
１６．熱処理に係る技術
１７．溶接に係る技術
１８．めっきに係る技術
１９．発酵に係る技術
２０．真空の維持に係る技術

特定ものづくり基盤技術 （２０技術）

雇用・能力開発機構
※職業能力開発大学校・短期大学校等（24施設）

全訓練科数 １０９科
うち特定ものづくり基盤技術に対応

８８科 → 対応率 ８０．７％

（例）生産技術科、制御技術科、電子技術科

全訓練科数 ３８科
うち特定ものづくり基盤技術に対応

３２科 → 対応率 ８４．２％

（例）生産機械システム技術科
生産電子システム技術科

全訓練科数 １４７科
うち特定ものづくり基盤技術に対応

１２０科 → 対応率 ８１．６％

専門課程

応用課程

合計

（注）平成１９年度訓練科実績（学卒者訓練）

中小企業のものづくり基盤技術の高度化中小企業のものづくり基盤技術の高度化
に関する法律（平成１８年法律第３３号）に関する法律（平成１８年法律第３３号）

機構が実施する学卒者訓練の約８割が「特定ものづくり基盤技術」に対応

【学卒者訓練】



32

職業能力開発大学校と通常の大学（工学系）の比較

設計・開発技術者 → プロジェクトリーダー

→ 統括マネージャ → 開発部門（部長職）
現場技能者 → 職長 → 工場長

キャリア
ルート

○製造現場の理解と技能者との意思疎通

○設計に現場知（暗黙知）を組み込むこと
の困難さ

○技術の進展と品質の高度化、競争の激化に伴い、

・機械や設備の性能・メカニズム、生産工程理解と
推理力などが重要

・品質・設備の不具合対処、生産ラインの立ち上げ、
合理化への対応が重要

近年の

課 題

○開発部門、設計部門、研究部門

○新製品の開発、部品等の強度設計、
構造設計、耐久設計、機能設計、コ
スト設計等

○製造部門、工程管理部門、保全部門

○現場において設計図等に基づき、技能を活かして
製品や機械部品の製造に携わる。

○修整、突発対応、品質保全、設備保全、プログラ
ミング、現場管理など

企業での活
躍の場

講義（理論・知識）と実験
職業訓練

（反復訓練により技能を体に覚えさせる）
方 法

知識・理論の習得技能の習得目 的

大学大学職業能力開発大学校職業能力開発大学校

○ 職業能力開発大学校の総訓練時間、実技・実習時間は、国立大学に比べ相当長くなっている。

３，０００時間５，６１６時間総訓練時間

５１．０％６４．７％総訓練時間に占める実技・実習時間の割合

１，５３０時間３，６３６時間実技・実習時間

国立大学工学部職業能力開発大学校

注） 職業能力開発大学校の1単位については18時間で算出。国立大学については、学科1単位：15時間、演習1単位：30時間、実習1単位：45時間で算出。



指導員の養成・再訓練、公共職業訓練のノウハウの蓄積・向上

○職業訓練指導員の養成訓練の実施

長期課程修了者数：７学科、１９６人（平成19年度）
研究課程修了者数：３専攻、 ２３人（平成19年度）

公共職業能力開発施設におけるものづくり分野の
指導員の４割以上が職業能力開発総合大学校を
卒業。

○職業訓練指導員の養成訓練の実施

長期課程修了者数：７学科、１９６人（平成19年度）
研究課程修了者数：３専攻、 ２３人（平成19年度）

公共職業能力開発施設におけるものづくり分野の
指導員の４割以上が職業能力開発総合大学校を
卒業。

○職業訓練指導員の再訓練を実施

研修生の向上研修 約１，４００人（平成１９年度）
（うち、都道府県の指導員 約６００人）
公共訓練指導員に対する年間の訓練実施数は、
公共訓練指導員の総数の約１／４

○職業訓練指導員の再訓練を実施

研修生の向上研修 約１，４００人（平成１９年度）
（うち、都道府県の指導員 約６００人）
公共訓練指導員に対する年間の訓練実施数は、
公共訓練指導員の総数の約１／４

○職務分析に基づくＰＤＣＡサイクルなどのノウハウの蓄積

○教材・訓練コースの開発（教科書等の作成、モデルカリキュラムの開発、策定等）

○訓練技法・評価方法等の開発（ジョブ・カードの対象となる日本版デュアル訓練終了後の評価項目例の開発等

○職務分析に基づくＰＤＣＡサイクルなどのノウハウの蓄積

○教材・訓練コースの開発（教科書等の作成、モデルカリキュラムの開発、策定等）

○訓練技法・評価方法等の開発（ジョブ・カードの対象となる日本版デュアル訓練終了後の評価項目例の開発等

指導員の養成・再訓練

研究開発

急激な技術革新の進展等、技術・技能の変化に対応し、公共職業訓練の質を担保するためには、こ
れを担う職業訓練指導員の養成、再訓練や訓練カリキュラム、指導技法等の開発等のノウハウの蓄
積・向上を図ることが不可欠。
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○ 平成１８年度の指導員就職率（１０．１%）と比較し、平成１９年度は指導員就職率が２０．２%と

なり、指導員への就職率が１０．１ポイント増

○ さらに、入学試験への面接試験の導入、実務実習（教育実習）の早期化、指導員採用試験

併願制の導入等様々な策を講じ、指導員就職率の向上を図る

平成11年度平成10年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

※指導員就職率 ＝ 指導員就職者数 ÷ （卒業者数 － （留学生数 ＋ 進学者数））

※都道府県の求人数に対し就職者数が対応していない理由

○都道府県の求人時期が、民間の内定時期以降と遅いことから、待ちきれずに希望者の大多数が民間就職に流れてしまうため。
○希望する地域において、自分が免許を有する職種に係る募集があるとは限らず、求人と求職のミスマッチが生じること。
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○Ｈ19年度実績 １５１コース １，４２４人（うち都道府県等 ４１％（５７５人） 機構 ４０％ 民間 １９％）

カリキュラムの開発・充実に
向けたスキルアップ

レーザ加工技術、光通信技術等専門
的な知識や新技術の習得

訓練科の統廃合に伴う新たな
職種への転換

＜例＞
配管科 → 機械科
木工科 → 建築科

研修コース例
・ カウンセリング技術演習
・ 教育と職業訓練
・ 訓練コーディネート力向上研修
・ 指導力向上研修

訓練技法開発等研修

Ｈ１９年度実績：４４コース ５２６人
（うち都道府県等 １７６人）

専門技術等研修

Ｈ１９年度実績：９６コース ８７７人
（うち都道府県等 ３８７人）

研修コース例
・ レーザ加工基礎
・ 光エレクトロニクス技術
・ 建築物の耐震診断と補強技術
・ 組み込みＯＳとソフトウェア開発

職種転換等テーマ別研修

Ｈ１９年度実績：１１コース ２１人

（うち都道府県等 １２人）

研修コース例
・ 職種転換研修（機械，建築）
・ エンジン性能検査技術

目
的

研
修

職業訓練指導員の能力向上

就職指導や訓練コースの企画開発、
教材開発に必要な能力の向上

職業能力開発総合大学校において、職業訓練指導員（機構、都道府県、民間）の専門性の拡大・レ

ベルアップや新たな職種を担当するための研修を実施

→ 公共訓練指導員に対する年間の訓練実施数は、公共訓練指導員の総数の約１／４

技術の変化に応じた職業訓練指導員の能力の再研修



○ 訓練ニーズの把握、カリキュラム・コース設定

・ｱﾝｹｰﾄ調査、ﾋｱﾘﾝｸﾞ調査によるニーズ把握
・生涯職業能力開発体系（仕事の体系と訓練

の体系）を用いたニーズの分析
・カリキュラムモデルをベースとしてニーズに応

じたコース設定

○ 効果的な訓練の実施

・カリキュラムのポイントを押さえた指導
・受講者の習得状況に応じた訓練を実施（補

講等）

○ 効果の評価と問題点の把握

・受講者の訓練習得度の把握
・訓練受講者の就職先（あるいは、受講者を派

遣した事業主）に対する訓練効果と問題点の
把握

○ カリキュラム、コースの修正

・問題点（足りない技術・技能部分等）を踏まえ
て、追加・変更すべきニーズの把握とカリキュ
ラム・コースの修正

Ｐ

Ａ

Ｃ

Ｄ

ＰＤＣＡサイクルによる訓練カリキュラムの見直し

PDCAサイクルによるカリキュラム・コースの見直

しを実施。
離職者訓練については、毎年３割程度の訓練科の内
容変更・廃止及び新設を実施

（例）（例） 離職者訓練離職者訓練 「（新設）機械加工技術科」←「（廃止）テクニカ「（新設）機械加工技術科」←「（廃止）テクニカ

ルオペレーション科」ルオペレーション科」
○ 設計開発の都市部集約化の一方で、地方における機械加工
分野の訓練ニーズが増加したことに伴い、設計製図を中心とした
テクニカルオペレーション科を廃止し、機械加工技術科を設置した。
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